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A．研究目的 

 「『健やか親子２１（第２次）』について検討

会報告書」には、都道府県の役割として県型保

健所や指定都市、中核市、市町村といった地方

公共団体間の連携方策の検討等を行うことが

挙げられている 1)。都道府県が連携方策の検討

を行うために、市町村における母子保健対策の

連携の現状を把握することは重要であると考

えられる。また、連携の現状を把握することは

有効な市町村支援につながる可能性も考えら

れる。そこで、本研究では市町村の母子保健対

策の連携先の特徴を明らかにし、連携に関する

今後の方向性を展望することを目的とした。 

B．研究方法 

 2013 年に実施された「『健やか親子２１』の

推進状況に関する実態調査」（以下、実態調査）

のうち市町村用の調査票に設定された 27 項目

の母子保健対策（表 1）について、「現在の取り

組みにおいて、連携して取り組んでいる部署や

組織・団体」として「1.庁内他部局」「2.都道

府県あるいは市区町村」「3.関係機関（庁外の

市町村の母子保健対策の連携先の特徴を明らかにし、連携に関する今後の方向性を展望する

ことを目的とした。2013 年に実施された「『健やか親子２１』の推進状況に関する実態調査」の

うち市町村用の調査票に設定された 27 項目の母子保健対策について、市町村における連携先頻

度の特徴を観察した。また、庁内他部局との連携に関して、母子保健対策を庁内他部局と連携し

て実施する場合に関係機関など他の組織・団体とも連携を図って実施しているのかどうかを観

察した。妊婦や思春期といった対象者が同一の対策、子どもの事故防止と心肺蘇生法の親への普

及といった関連した内容の対策、予防接種率向上と乳幼児期のむし歯対策については連携先が

類似していた。また、母子保健対策の取組を庁内他部局と連携しながら実施している場合、都道

府県などの他組織とも連携をしている頻度が高い対策項目が多く観察された。このような母子

保健対策の連携先の特徴を把握することは、都道府県による有効な市町村支援のための基礎的

な情報となり得る。 
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公的機関や施設（教育委員会を含む））」「4.関

係団体（医師会など）」「5.住民組織・団体（NPO

を含む）」の頻度が公表されている 2)。本研究

では、これらの連携先の頻度を用いて、市町村

における母子保健対策の連携先頻度の特徴を

観察した。その際には都道府県および政令市・

特別区の連携先頻度とともに観察したので、観

察対象は市町村、都道府県および政令市・特別

区に共通した 25 項目の母子保健対策とした

（27項目のうち、「小児救急医療対策」と「『か

かりつけ医』の確保対策」を除いた）。 

また、庁内他部局との連携に関して、母子保

健対策を庁内他部局と連携して実施する場合

に関係機関など他の組織・団体とも連携を図っ

て実施しているのかどうかを観察した。具体的

には、27項目の母子保健対策について、市町村

を庁内他部局連携の有無により 2区分し、他の

組織・団体（2.都道府県、3.関係機関（庁外の

公的機関や施設など）、4.関係団体（医師会な

ど）、5.住民組織・団体（NPO を含む））との連

携頻度を比較した。有意水準を 5%としてカイ

二乗検定をおこなった。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究で分析したデータの基となる実態調

査は、山梨大学医学部倫理委員会の承認を得て

実施された（受付番号 1119、2013 年 10 月 9

日）。 

 

C．研究結果 

 25 項目の母子保健対策について、都道府県

と政令市・特別区とともに市町村の連携先の頻

度を観察すると、それらの頻度がある程度類似

していた項目が見出されたのでその特徴を以

下に記載した。なおカッコ内の数値は連携して

いた市町村の頻度を示す。 

・「妊娠中の喫煙防止対策」（図 1-1～図 1-3） 

関係機関（23%）が最も頻度の大きい連携先

であるが、5つの連携先のすべてで連携頻度は

大きくはない。「妊婦・子どもの受動喫煙対策」、

「妊娠中の飲酒防止対策」の連携先頻度と類似

していた。 

・「思春期の心の健康対策（自殺や思春期やせ

症等の予防）」（図 2-1、図 2-2） 

関係機関との連携頻度（37%）がやや大きい

が、庁内他部局との連携頻度（23%）が都道府

県、政令市・特別区に比べて小さい。「十代の

性感染症予防対策」など思春期を対象とした対

策の連携先頻度と類似していた。 

・「子どもの事故防止対策」（図 3-1、図 3-2） 

関係機関が連携先として最も頻度が大きい

（27%）。庁内他部局との連携が 22%の頻度であ

る。「心肺蘇生法の親への普及対策」の連携先

頻度と類似していた。 

・「予防接種率の向上対策」（図 4-1、図 4-2） 

関係団体（51%）、関係機関（40%）との連携

頻度が大きいが、庁内他部局連携（25%）は、

都道府県と政令市・特別区に比較し頻度が小さ

い。「乳幼児期のむし歯対策」の連携先頻度と

類似していた。 

上記以外の対策の連携先の頻度については、

都道府県や政令市・特別区の連携先頻度の分布

も含めてそれぞれの対策ごとに分布が異なっ

ていた。 

次に、庁内他部局と他の組織・団体との連携

の関連についての結果を示す。 

公表されている母子保健対策に関する市町

村の庁内他部局との連携頻度は、「妊孕性知識

普及の対策」の 5.7%から「児童虐待の発生予防

対策」の 58.5%まで幅が広い 2) （表 2）。「児童

虐待の発生予防対策」について庁内他部局との

連携がある市町村では、都道府県、関係機関、

関係団体、住民組織・団体のそれぞれと連携を

取っている頻度が有意に高く、他の多くの母子
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保健対策で同様の結果であった（表 3）。「母乳

育児の推進」では、関係機関や関係団体との連

携には庁内他部局連携の有無は関連がなく、庁

内他部局連携と他の組織・団体との連携に関連

性が見いだせなかった母子保健対策も存在し

た（表 4）。 

D．考察 

 市町村における 27 項目の母子保健対策の連

携先頻度を都道府県や政令市・特別区の連携頻

度も加味して観察すると、頻度の分布がある程

度類型化できる項目があった。具体的には、妊

婦や思春期といった対象者が同一の対策、子ど

もの事故防止と心肺蘇生法の親への普及とい

った関連した内容の対策、予防接種率向上と乳

幼児期のむし歯対策である。 

妊娠中の喫煙防止対策など妊婦を対象とし

た対策はいずれの連携先とも連携頻度は小さ

かったが、このことは市町村の母子保健担当部

局のみで対応している可能性を示しているの

かもしれない。思春期を対象にした対策は関係

機関との連携頻度が比較的大きいことに加え、

多くの都道府県が庁内他部局や関係機関と連

携していることが特徴であった。子どもの事故

防止と心肺蘇生法の親への普及対策は、お互い

に関連した内容として消防など庁内他部局や

関係機関との連携を図る機会が多いものと推

測できる。予防接種率向上対策は医師会、乳幼

児期のむし歯対策は歯科医師会や歯科衛生士

会といった特定の関係団体と連携をすること

により実施されている可能性を示している。こ

のように、対象者が同一である場合や対策の内

容が関連している場合には連携する組織・団体

も類似する傾向にあることが示唆される一方

で、個別の対策が独自の連携先をもって実施さ

れている場合も多く、個々の対策がどのような

組織・団体と連携して実施されているのかを把

握することは、都道府県が市町村を支援する際

の有用な情報となりうるものと思われる。 

また、連携先の頻度が市町村、都道府県、政

令市・特別区で異なる分布を示していたが、こ

のことは母子保健対策におけるそれぞれの役

割の違いを反映しているものと考えられる。例

えば、都道府県の役割の一つに市町村への支援

があるため、多くの都道府県で市町村との連携

を図っているものと推測される。 

次に、庁内他部局と他の組織・団体との連携

の関連性について考察する。市町村では、母子

保健対策の取組を庁内他部局と連携しながら

実施している場合、都道府県などの他組織とも

連携をしている頻度が高いという実態が明ら

かになった。また、母乳育児の推進など庁内他

部局連携と他組織との連携に関連性が観察で

きなかった項目については、庁内他部局連携の

有無に関わらず他組織との連携が行われてい

るものと思われる。今後は、それぞれの組織・

団体との連携だけでなく連携先の関連性を検

討することも必要かもしれない。 

本研究から、27 項目の母子保健対策につい

て、対象者や関連する内容などにより連携先が 

類似する傾向がある一方で、対策項目によって

は、連携先頻度が様々であることや複数の組

織・団体と関連性をもって連携が図られている

可能性が示された。これらの母子保健対策の 

連携先の特徴を把握することは、都道府県によ

る有効な市町村支援のための基礎的な情報に

なり得る。 

「連携」を「共有化された目的を持つ複数の

人および機関が、単独では解決できない課題に

対して、主体的に協力関係を構築して、目的達

成に向けて取り組む相互関係の過程」と定義す

るならば 3）、母子保健対策のうち母子保健部門

のみでは解決が困難であると認識される対策

については積極的に庁内他部局を含めて他の
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組織・団体と連携が図られるものと推測される。

最近は、高齢者支援と子ども・子育て支援が連

携する多世代型地域互助システムの検討が始

められたり 4)、国では「地域共生社会」の実現

に向けた当面の工程が示されたりするなど、保

健福祉分野の課題について多世代、多部門との

連携により解決を図ろうとする方向性が示さ

れつつある。今後は母子保健対策についても項

目によっては同世代だけでなく高齢者を含め

た他の世代との連携や、他の保健福祉部局や教

育などの庁内他部局との連携の必要性がこれ

まで以上に高まる可能性があるかもしれない。

母子保健対策の既存の連携先に新たな連携先

を加えることによって関係性を構築すること

ができ、それにより事業の幅が広がる可能性が

あり、さらには他の母子保健対策の課題解決に

も繋がる可能性があるのではないだろうか。 

 

E．結論 

1．市町村において、27 項目の母子保健対策に

ついては対象者や関連する内容などにより

連携先が類似する傾向がある一方で、対策

項目によっては、連携先頻度が様々である

ことや複数の組織・団体と関連性をもって

連携が図られている可能性が示された。 

2．母子保健対策の連携先の特徴を把握するこ

とは、都道府県による有効な市町村支援の

ための基礎的な情報となり得る。 
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G．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 

表2ɻ母子保健対策について庁内他部局連携を図っている市町村の頻度

母子保健対策の項目(n=27） %

児童虐待の発生予防対策 58.5

食育の推進 52.5

発達障害に関する対策 52.4

親と子の心の健康づくり対策 31.8

乳幼児期のむし歯対策 30.3

小児期からの生活習慣病対策 27.7

予防接種率の向上対策 24.7

思春期の心の健康対策 23.3

十代の喫煙防止対策 21.9

慢性疾患児等の在宅医療の支援 21.8

子どもの事故防止対策 21.6

母子保健に関する住民組織活動の育成・支援 21.5

産後うつ対策 20.7

十代の飲酒防止対策 18.9

心肺蘇生法の親への普及対策 18.2

十代の薬物乱用防止対策 17.8

低出生体重児に関する対策 16.8

十代の性感染症予防対策 16.1

妊婦・子どもの受動喫煙対策 15.9

十代の人工妊娠中絶防止対策 15.1

小児救急医療対策 13.6

妊娠中の喫煙防止対策 12.6

妊娠中の飲酒防止対策 11.2

「かかりつけ医」の確保対策 10.9

「いいお産」の普及 8

母乳育児の推進 7.9

妊孕性知識普及の対策 5.7

参考文献2)の数値を基に表を作成した。
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表３ɻ庁内他部局連携とすべての他組織連携との関連が観察された母子保健対策の項目

母子保健対策の27項目
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし

児童虐待の発生予防対策
（高リスクアプローチ）

59.6% 32.1% 68.0% 57.4% 34.5% 11.9% 25.7% 8.5%

食育の推進 44.8% 18.2% 57.9% 46.3% 28.4% 9.6% 54.0% 35.3%

親と子の心の健康づくり対策 32.9% 12.7% 46.8% 31.3% 16.8% 4.9% 18.0% 8.9%

乳幼児期のむし歯対策 43.0% 23.5% 55.8% 44.6% 60.2% 43.2% 13.5% 6.8%

小児期からの生活習慣病対策 22.9% 10.1% 42.6% 36.1% 25.5% 8.6% 15.6% 6.4%

予防接種率の向上対策 33.7% 19.6% 44.6% 38.7% 59.4% 48.3% 4.4% 1.1%

思春期の心の健康対策
（自殺や思春期やせ症等の予防）

37.8% 20.6% 49.5% 32.6% 18.5% 5.0% 9.1% 2.3%

十代の喫煙防止対策 28.9% 20.5% 43.6% 34.8% 17.8% 4.3% 9.4% 2.3%

慢性疾患児等の在宅医療の支援 45.3% 24.9% 41.9% 22.5% 26.0% 8.5% 3.6% 1.4%

子どもの事故防止対策 21.9% 13.7% 34.8% 24.7% 18.3% 7.8% 10.1% 5.7%

母子保健に関する住民組織活動の
育成・支援

21.0% 9.9% 34.0% 21.8% 10.5% 4.7% 43.3% 25.7%

産後うつ対策 36.7% 25.1% 47.8% 39.0% 29.6% 16.2% 11.4% 4.5%

十代の飲酒防止対策 25.1% 16.2% 40.5% 29.5% 13.5% 3.3% 7.4% 1.7%

十代の薬物乱用防止対策 33.6% 19.4% 41.1% 26.8% 14.4% 3.6% 7.9% 1.6%

低出生体重児に関する対策 58.3% 44.6% 48.6% 35.1% 34.1% 17.2% 4.0% 1.5%

十代の性感染症予防対策 29.8% 21.2% 43.0% 29.7% 18.1% 6.1% 5.3% 1.7%

妊婦・子どもの受動喫煙対策
（父親等への喫煙対策）

34.7% 18.9% 36.6% 21.3% 23.7% 6.8% 11.5% 3.8%

十代の人工妊娠中絶防止対策 29.8% 20.8% 47.6% 26.7% 18.1% 5.6% 7.3% 1.7%

小児救急医療対策 46.6% 22.6% 43.5% 24.7% 68.6% 43.9% 4.9% 1.8%

妊娠中の喫煙防止対策 25.0% 19.1% 35.1% 20.8% 20.2% 9.1% 5.8% 2.5%

「かかりつけ医」の確保対策 31.1% 12.4% 36.7% 17.7% 56.7% 32.9% 4.4% 1.0%

「いいお産」の普及 31.3% 10.6% 40.5% 23.2% 23.7% 13.3% 9.2% 4.0%

いずれの項目も庁内他部局連携の有無で市町村の割合を比較すると統計学的に有意（カイ二乗検定でp<0.05）だった。

連携がある市町村の頻度

都道府県
関係機関（庁外の公的機
関や施設（教育委員会を
含む））

関係団体（医師会など）
住民組織・団体（NPOを
含む）
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図 1-1 市町村の連携先頻度（妊娠中の喫煙防

止対策など） 

図 1-2 

図 1-3 

図 2-1 市町村の連携先頻度（思春期の心の健

康対策など） 

図 2-2 

表４ɻ庁内他部局連携と一部の他組織連携との関連が観察されなかった母子保健対策の項目

母子保健対策の27項目
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし
庁内他部局

連携あり
庁内他部局

連携なし

発達障害に関する対策 44.7% 24.5% p<0.001 69.4% 65.3% p=0.076 27.8% 15.2% p<0.001 15.5% 7.0% p<0.001

心肺蘇生法の親への普及対策 11.4% 6.5% p=0.003 33.1% 24.7% p=0.003 18.1% 7.0% p<0.001 5.4% 4.8% p=0.71

妊娠中の飲酒防止対策 20.5% 15.2% p=0.061 31.4% 19.7% p<0.001 17.3% 7.6% p<0.001 3.2% 2.2% p=0.37

 母乳育児の推進 16.9% 10.3% p=0.02 34.6% 31.0% p=0.39 20.0% 16.7% p=0.34 10.8% 5.9% p=0.03

妊孕性知識普及の対策 22.6% 12.0% p=0.003 34.4% 12.7% p<0.001 10.8% 3.9% p=0.002 3.2% 1.6% p=0.24*

*Fisher直接確率法

連携がある市町村の頻度

都道府県
関係機関（庁外の公的機関や施設
（教育委員会を含む））

関係団体（医師会など） 住民組織・団体（NPOを含む）
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図 3-1 市町村の連携先頻度（子どもの事故防

止対策など） 

 

図 3-2 

 

 

 

図 4-1 市町村の連携先頻度（予防接種率の向

上対策など） 

 

図 4-2 
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